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貿易は何故行われるのかという問題は，われわれの先駆者達が様々な形式で述べ
ている O アダム・スミス (AdamSmith)の絶対生産費説，つまり自国と外国を比
べて，ある商品を生産するに絶対的優位な部門に特化 (Specialization)することに
よって，貿易利益 (Gainsfrom trade)を得るというのである O また，リカード
(D. Ricardo) は比較生産費説あるいは比較優位論 (Theoryof comparative 
advantage) ，すなわち絶対的優位ではないが，自国と外国を比較して相対的に優位
な部門に特化し，交換することによって貿易利益を得るというのである O さらにヘ
クシャー・オーリン(Heckscher-Ohlin)は，自国が相対的に豊富な生産要素を集
約的に使用する商品を輸出し，相対的に稀少な生産要素を集約的に使用している商
品を輸入することによって，貿易利益が得られるという定理である。そしてサミュ
エルソン (P.A.Sammuelson)は生産要素の国際間における自由移動によって，生
産要素価格を均等化させ，商品の自由移動は不完全に生産要素価格を均衡させると
いう命題を提出したのである。これらの定理は貿易を行うことによって，その利益
が得られるということを示唆しているのである。
われわれはその前提のもとで貿易が開始され，商品の国際的交換が行われること
によって，金銭的貸借関係が生じる。国際間における金銭的貸借関係は，自国と外
国との通貨交換をともなう O すなわち為替相場としての立場に立脚し，商品交換の
媒介をなすものである。つまり自国の為替相場が相対的に安価であれば輸出に対し
て有利に作用し，逆に相対的に高騰すれば輸入に対しては有利に働くということに
なる。
また為替相場を変動させる要因として，経常取引すなわち輸出および輸入取引ば
かりでなく，現在では所得移転もその一役を担っているのである。すなわちデリパ
テイブ (Derivative) という語で代表されるように，四六時間世界各国で取引行動
が起動している O そのような状況において為替相場の変動をなるべく狭い範囲で変
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動させながら，為替相場つまり対外的交換価値を維持する政策がとられているので
ある。
わが国にとって国際的交換価値すなわち為替相場が，どの水準であれば適正か，
あるいは最適水準であると考えられるだろうか。困難を極わり，一意的に提示する
ことは，われわれが宇宙旅行をするよりも難解な問題である O 現状では 1ドルが
100円に，あるいは100円以下に切上がるだろうという予測がなされている。果して
その推測通りになるのであろうか。本稿において理論的側面を呈示し，われわれが
手許にもっている資料から，何らかの判断が示されればというストラテジィ
(Strategy)をもっているのであるO
本稿における誤謬は浅学無能なために生じたものであり，すべて私自身の責任で
ある。
1.消費者需要
われわれ消費者は一定の晴好 (Taste)および一定の財およびサービスの供給を
もって，完全競争市場 (Perfectlycompetitive market)において商品を購入する。
その場合種々なる財の組合せの選好 (Preference)によって，つまり順序づけられ
た無差別曲椋(Indifferencecurve)群によって選好すると表わすことができるO
各個人は同じ無差別曲線上の財の組合せを選好するということである。ある組合せ
が別の組合せを選好する場合には，より高い無差別曲線上の点にあることを示して
いる。各々無差別曲線は効用水準 (Levelof utility)を決定するのである。無差別
曲線上にある種々なる財の組合せから導かれる効用(Utility)をU とし，商品xが
n個存在するものとすれば，効用関数は次のような式で表わされる。
U=金山J 、 、 ，????
われわれは効用可測性 (Measurabilityof utility)を仮定し，序数的無差曲線に
おいてより高い無差別曲線に対してより高い価値があるものとする。この恋意的効
用関数の基本的性質は，関数 U が連続的であり，一階および二階の連続的偏導関で
あると仮定されている。つまり次のような式で示される。
Us=長および Ust-議 (8，t =は ，n) (2) 
(2)式における Usはぬの限界効用であり Ustはめについての Usの変化率と
呼ばれているものである。さらに閉じ等高線上にあるケースにおいては無差別であ
るというわれわれの仮定から，次のような式に置くことができる。
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Ust = Uts (3) 
ここで方程式(1)を微分し，その式をゼロと置くことによって，次のような式
が得られる。
R;= -主Lおよび Ust=子 (8，t= 1， 2，…， n) 
uν"sωt 
(4) 
方程式 (4)は通常限界代替率 (Marginalrate of substitution)と称されている。
すなわちあに対するゐの限界代替率は，他の商品量すべてが一定である場合に，
L の限界単位の付加から生ずる附加的効用を相殺するだろう Xtの減少として定義
される。そしてぬに対するぬの限界代替率は Utに対する Usの比に等しいという
ことである。このことはぬに対するぬの限界代替率は所与の無差別曲線にそって，
L がぬに代替する場合に減少するということを意味している。幾何学的に，無差
別曲線が原点に対して凸でなければならないということである。また，無差別曲線
の勾配が右下方に減少しなければならないということである。
いま，方程式 (4) をおで微分することによって，無差別曲線が原点に対して凸
性をもち，その勾配は右下方の直線で表されるということを知るであろう。
言討す)
C1Us C1Ut 
ut否瓦--Us C1X .• 
Ut 
Ut (Uss + Ust (合))ーのs+ Utt (す)) 
???
只 (U弘ss-2usu品 t+ U~UttJ 
Ut 
1 (5) 
ここで，方程式 (3)および (4)が考慮されていることに注意を要する。
無差別曲線が凸性であるための条件は，方程式 (5)が負でなければならないと
いうことである。われわれは効用逓減法則を前提としているのであるから，Usおよ
びUtは正であり Usおよび Uttは負の符合をとる。ただし Ustは正であるから，方
程式 (5) においてカッコの符合が負でなければならないことを意味している。
一与 〔ゆss一2弘u比ωsU叫ltZ
Ut 
(6) 
(1) Jacob L. Mosak: General Equi1ibrium Theory in International Trade， Principia Press， 
1944， pp. 4-8を参照.
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そのために方程式 (6)の両辺にマイナスを掛ければ次のような結果が得られる。
一斗与 〔ω2zμuωωω4ら悩仙s必J品訓U叫4んt必Z
Ut 
(7) 
それ故に無差別曲線は右下がりであり，原点に凸である放物線であることを知る。
すなわち方程式 (4) は一階条件であり，方程式 (5) は二階条件と呼ばれている。
われわれは支出に役立つ一定貨幣額つまり所得(Income)をもっており，それ
を種々なる n商品に支出する。われわれは通常市場 (Market)で決定される n商
品の価格でもって商品を購入するのである。いま，われわれが全ての所得を支出す
ると仮定すれば，次のような式で与えられる。
y=主P品 (i = 1，2，…， n) (8) 
ここで， yは所与の所得であり， Pは商品価格である。方程式 (8) はわれわれ
の所持している所得をすべて n商品の購入に充てられているということを表示して
いるのである。われわれが購入する量は，方程式 (8) を条件として効用関数 nを
極大にすることによって決定される。この操作を行うために，われわれはラグラン
ジアン方程式 (Lagrangianequation)を使用する。ラグランジ方程式を Lとすれ
ば，次のような式で与えられる。
L=ztp(xi)+λ〔Y-51P品〕 (9) 
ここで λはラグランジの未定乗数 (Lagrangeunknown mu1tiplier)である。方
程式 (9)を変数ぁで偏微分し，その偏導関数をゼロに等しいと置くことによって，
一階条件が導かれる。
us=λPs (r=1，2，…， n)
、 ， ， ， ，???
?
? 、 、
ここで Usはゐの限界効用であり，右辺は商品 xsの価格に λを掛けたものであ
る。すなわち，方程式 (10) はぬの限界効用と λを掛けた商品ぬの価格とに等し
いということを示している。 λはマーシャル(A.Marshall)の貨幣の限界効用と同
じである。さらに，未知数 λでの偏微分は，いわゆる予算制約 (Budjetary
restriction)そのものになる。
方程式(10)から λを消去すれば，次のような式で表される。
Ul U2 Un-l _ Un ~- P
2 
...-玄士一予7 (ll) 
(2) J.R. Hicks: Value and Capital， 2nd ed. 1946年， p.305を参照.
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それ故に，効用極大条件は次のような一階条件で示すことができる。
Dt- dXt 一旦L _ PS 
.Hs dXs Ut Pt (12) 
方程式(12) は均衡において各商品の限界代替率と各商品の限界効用の相対的比
および各商品の相対的価格比に等しいということを示唆しているのであるO
われわれが本稿で必要としているのは，価格変化に対する需要効果(Effecton 
Demand)である O 従って方程式(10)および (8)から，次のような式が得られ
る。
'LUs一λ'LPs=O
Y-'LPsXs=O 
(s = 1，2，…， n) (13) 
われわれは方程式(13) を全微分し，解くことによって，いわゆるスルツキー
(E. Slutsky)の方程式を導くことができる。
dXt _ I dXt ¥ . I dXs ¥ a:P = ¥ a:P! U =constant一川和P=constant 日)
方程式(14)は価格効果を表わしているものとして，一般によく知られている。
すなわち，商品 Xsの価格が上昇した場合に，商品 Xsの需要量は減少するというこ
とを示している。つまり，消費者が合理的行動 (Rationalbehavior )をとる場合に
は，ある商品価格が増加したならば，当該商品の需要量は減少し，逆に商品価格が
下落するならば，当該商品は増加するということである O すなわち価格代替効果，
dxJdPs<Oであり，もし商品価格が上昇した場合には，当該商品の需要量が増加す
るならば，つまり dxJdPs>Oのケースを補完効果 (Complementarye宜ect) と称
している。この場合における商品は上級財 (Superiorgoods)でなければならない。
n.企業者供給
企業は利潤極大を求めて行動するのである。つまり，費用 (Cost)を最小にして
生産物を最大にすることによって，利潤極大 (Profitmaximum) をはかるのであ
るO いま技術進歩のない閉鎖的な経済社会を仮定する。生産要素は労働 (Labour)
および資本 (Capital)のみを使用するとすれば，生産関数は次のような式で表され
(3) 方程式(13)は n個の商品を仮定しているので，非常に複雑な計算式になる.従って，単純
な2商品のケースに置換えて計算すれば，方程式(14)が導かれることを容易に理解できるで
あろう.Hend巴rson，J.M. & R.H. Quandt; 2nd ed. Microeconomic Theory， McGraw-Hi1 
Kogakusha， 1971，pp. 14--21を参照.
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る。
1:x= 1:f(L， K) (15) 
ここで xは生産物であり， Lは労働で， Kは資本を示している。費用を Cとす
れば，費用は可変費用 (Variablecost )と固定費 (Fixedcost) bから成っている
ということになるO
C=1:wL+1:rK+b (16) 
ここで ωは賃金 (Wage)であり rは資本使用料 (Rent)である。企業は利潤を
最大にするために，費用を一定と置き生産物を最大にする方法と，生産物を一定の
水準に設定し費用を最小にする方法いずれかによると考えられる O 前者の方法によ
れば，ラグランジァン方程式 (Lagrangianequation)は，次のような式で表される。
L=1:f(L， K) +λ[c一(1:w L + 1: r K + b)] (17) 
逆に生産物水準を一定に設定し，費用を最小にするケースにおいては，次のよう
な式で示されるO
L= (1:wL+1:rK+b) + A [1:x-1:f(L， K)] (18) 
方程式(17)および(18)において，内生変数 (Endogenousvariable)は Lお
よびK，入であり，外生変数 (Exogenousvariable)はωおよびr，そして固定費 b
である。もちろん否および元は一定という意味である O 一階条件は LおよびKで
偏微分することによって得られるO
-1:亘~ =1:-4-=1:旦LaL "-' fK r (19) 
すなわち方程式(19)の左辺は技術代替率 (Rateof technical substitution) と呼
ばれているものであり，それは生産要素の限界生産物の相対的比に等しく，生産要
素価格比に等しいということを示唆しているのであるO
方程式(19) をそれぞれ全微分し，解くことによって二階条件を得ることができ
るO
zI2L=zf銑 L+ 1:fUKK -1:2.凡f山aLー (20) 
方程式 (20) は負の符号を持つのであるO すなわち，われわれは通常収穫逓減法
則を前提としているのであるO 従って等量曲線(Isoquant)が右下がりであり，原
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点に対して凸であるということを意味しているのである。
いままで費用は可変費用と固定費から成っているとしてきたのであるが，産出物
(Output)を増加させようとすれば，生産要素量も増加させねばならない。それ故
に費用は産出物水準の関数と固定費との和であると示されるO
C ='f.t (x) +b (21) 
ここで平均総費用 (Average tatal cost) ，平均可変費用 (Average variable cost) 
および平均固定費用 (Average fixed cost)は，それぞれ次のような式で表わされ
る。
φ(x) 
ATC='f.一一.AVC='f.一一一.AFC='f. x x x (22) 
(22)式は一般によく知られているものである。総費用は産出物で微分すれば，
次のような式になるO
zjf=W(x) (23) 
(23)式は産出物を増加させる場合に，どの位の費用が必要であるかを示唆して
いる。すなわち，われわれはこれを限界費用 (Marginalcost) と称しているO
企業家は一定の価格 (p)で産出物を販売し，生産に使用した費用を控除した残
余が利潤となるのであるから，利潤は次のような式で表されることになる。
π='f.Px-'f.φ(x) -b (24) 
方程式 (24) をxについて微分すれば，利潤極大条件が得られる O
P='f.φ， (x) (25) 
すなわち，利潤が最大になるためには，市場価格 (p)が限界費用に等しくなけ
ればならないということを示唆している。つまり，ある与えられた販売価格 (p)
が限界費用に等しいところで，利潤は最大になるということである。
il.一般的市場均衡
これまでわれわれは消費行動と企業行動についてみてきたのである。つまり，消
費者行動とは商品を消費することによって得られる効用最大化の問題であり，企業
行動とは一定の生産要素を使用することによって生産物を産出し，その商品を販売
することによって利潤を最大にするという問題であった。言い換えれば，消費者行
11 
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動は商品の需要 (Demand)であり，企業行動は商品の供給 (Supply)である。こ
の商品の需要と供給との出合う場が市場 (Market)である。市場において商品の
需給が一致するところで市場価格 (Market price)は決定される。このような市
場における商品の需給が均衡している状態を，われわれは市場均衡 (Market
equilibrium) と称しているのである。
われわれ消費者が合理的な行動をとるものと仮定すれば，一般的に商品価格が上
昇した場合には当該商品の購入量は減少し，逆に商品価格が下落する場合には当該
商品の購入量は増加するはずである。すなわち商品と価格との聞には，需要曲線は
右下がりであるということを意味している。
主ι<0
OPS 
(26) 
企業家はより多くの産出物を生産し，利潤を最大にするように行動する。しかし
ながら，より多くの産出物を生産しようとする場合，生産に必要な費用も当然に増
加する。さらに産出物価格が上昇すればするほど，より生産物を増加させ，利潤の
増大をはかる行動に出るであろう。つまり，このことは価格上昇に対して供給曲線
は右上がりであるということを意味しているO
坐ι>0
OPS 
これらのことを考慮すれば，次のような式で表される。
l:D (p) = l:8 (p) 
(27) 
(28) 
(28)式は市場における需給が均衡しているということである。もし需要が供給
よりも大きい場合を超過需要 (Excessdemand)といい，供給が需要よりも大きい
ならば，超過供給 (Excesssupply)であると呼んでいるO
l:E (p) = l:D (p) -l:8 (p) >0 
l:E(P) =l:D(P) -l:8(P)<0 
(29) 
前者が超過需要のケースであり，後者が超過供給の状態であるO このことは次の
第 1図のように描くことができる。作図において縦軸に価格 (p)をとり，横軸に
商品量 (x)を測れば，右側のような需要 (D)および供給 (8)の曲線が描かれる。
ただし，ここでは理論を簡単にし，理解し易いように直線 (Linear)で表示されて
いる。そして EDおよびE8は超過需要および超過供給の曲線である。需要および
供給が均衡している場合には，点、 Eで示され，その場合の均衡価格および商品量
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P 
ED 
ES 
D 
O x x 
第1図
は P*および f で表わされている。また超過需給が均衡しているということも同
じ状態で示されている。
封鎖体系 (C}osedsystem)においては，超過需要であるならば，商品価格を引
上げながら産出物増加を行うであろうし，超過供給のケースである場合には，商品
価格を引下げて在庫を減少させようとする行動に，企業家は走るであろう。逆に消
費者は超過供給の状態であるならば，商El価格が高騰しているのであるから消費を
控えるであろう O 超過需要のケースでは商品価格が低下しているのであるから，よ
り多くの商品を購入したいと考えるであろう。
しかしながら現実は封鎖体系ではなく開放体系 (Opensystem)である。しかも
自由競争の状態であるということがいえるだろう。このように考えるならば，もし
国内において超過需要の状態であるということは，囲内における需要不足であると
いえる。圏内の需要を充足するためには，外国からの輸入という手段以外にないの
である。商品の外国からの輸入は，外国の支払請求権の受取りになり，対外債務の
発生である。言い換えれば，外国為替の需要を意味するのである。また，圏内にお
ける超過供給は，自国から外国への商品輸出という結果であるから，対外債権の発
生となる。すなわち，外国為替の供給という状態である。
いま自国における外国為替市場 (Foreignexchange market)において，支払勘
定建為替相場 (Exchangerate in giving quotation)，つまり例えば$1が￥120と
いう相場の呼び方であるが，それを πで表すならば，為替相場の需要は，対外通貨
価値の下落，例えば$1が￥130のように変化することである。また外国為替の受
取，すなわち為替相場の供給は，対外通貨価値の上昇，言い換えれば$1が￥100
というように呼称されることである。このことは次の第2図のように描くことがで
-13-
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* q 
第2図
D 
q 
きるO 縦軸に支払勘定建為替相 (π) を測れば，横軸は為替量が測られているO 外
国為替市場における需給均衡点は点 Eで示され，その場合のザは均衡為替量であ
るo 7[*は均衡為替相場ということになるのであるが，金為替体位制 (Gold
standard system)においては法定平価 (Parparity) と呼ばれていたし，固定為替
相場制 (Fixedexchange system)では中心相場と称されていた。しかし現在使用
している変動相場制 (Flexibleexchange system)においては，従来のような決定
的な相場点というものは存在しないが，為替相場ゾーンと称されるような上下幅を
もった相場圏は存在している O
しかれば安定的為替相場がどのようにしてアプローチされるかという理論分析は
存在する。外国為替市場における需要関数および供給関数は，それぞれ次のような
式で示されるO
Dt=a πt+b 
St=Aπt-1 + B 
(30) 
(31) 
ここではπは支払勘定建為替相場であり aおよびAは需要および供給曲線の勾
配であるo bおよび Bは需要および供給曲線の切片である。 tは時間あるいは期間
であり ，t-lは1期前ということを表しているO
いま為替市場において需要と供給が均衡していると仮定すれば，次のような式で
示されるO
14 
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a πt+b=Aπ t-1 +B (32) 
(32)式を整理すれば，次のような式になる。
A B-b 
π-aπ t-1T a (33) 
今期の為替相場 (πt)が均衡為替相場であると想定すれば， (33)式は次のよう
に書き換えられる。
? ?? ?
?
? ?????
? ?
??? (34) 
? ?? ?
??? (35) 
πt一πe=Ytとおけば， (33)および (34)式から，次のような式が得られる。
Yt→(πJ (36) 
ここで定差方程式を用いて， (36)式を計算すれば，次のような一般的な解が得
られる。
Yt=πt一πe=(! r (π。-7[ e) (37) 
t廿f(πo一πe)+πe (38) 
すなわち (38)式は (33)式の一般解である。通常需要曲線は負の勾配，つまり
a<uであり，供給曲線は正の勾配，すなわち A>uである。そこで (a)主(A) と
いう条件が問題となる。いま ζa=ζAであると仮定すれば，為替相場は一定の幅
をもって上下運動を繰返すことになる。つまり，このことをわれわれは振幅
( Oscilation)と呼んでいる。また ζa>ζAであるならば，為替相場は均衡より漸
次離れてゆき，均衡相場点が見出せないことになるO これを発散 (Explosiveness)
という。さらに La<LAであるならば，均衡為替相場にアプロ}チする。すな
わち収鍛(Convergence)と称している。このように理論的には解することができ
るのであるが，現実問題として為替相場がどこで，つまりどのような対外価値で安
定するのか，甚だ困難であるが，手許の資料によって模索することを試みようと考
えている。
- 15 
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町.取引状況よりの判断
われわれは現在月中平均の為替相場，つまりドルに対する円表示のものを手許に
持っている。第 1表は1995年から1999年11月までを示したものであるが， 1995年は
およそ120円で推移している。 1996年には約108円程度で動いているが， 1997年は再
び120円位で， 1998年は130円程度にまで下落している。しかし， 1999年には110円
台と上昇し，漸次105円から，さらに切り上げられる様相を呈している。通常，理
論的には為替相場が下落する場合，輸入が減少し，輸出が増加するのである。逆に，
為替相場の切り上げは輸出が減少し，輸入が増加すると教えている。しかしながら，
為替相場はリアル・タイムで変化するけれども，輸出入にはタイム・ラグが生ずる
のである。そのタイム・ラグを考慮してみれば，為替相の変動と純輸出額(第2表)
の推移を掛酌することによって，大枠の判断はつくであろう。第3図と第4図から
推察していただきたい。また，われわれが第E節で述べたように，輸出が多ければ
第 1表為替相場 (単位:円)
Exchange 1995 1996 1997 1998 1999 
Jan. 122.13 105.84 118.02 129.45 113.18 
Feb. 120.88 105.73 123.01 126 116.66 
Mar. 123.97 105.86 122.64 128.69 119.78 
Apr. 126.92 107.46 125.51 131.67 119.81 
May 16.43 106.51 118.99 135 122.11 
Jun. 114.3 108.86 114.21 140.57 120.9 
Jul. 117.74 109.32 115.16 140.73 119.86 
Aug. 119.39 107.75 117.9 144.67 113.41 
Sep. 121.44 109.75 120.75 134.59 107.57 
Oct. 120.29 112.36 121.06 12.3 105.97 
Nov. 127.66 112.26 125.27 120.58 104.96 
Dec. 129.92 113.81 129.47 117.54 
第2表純輸出額 (単位:円)
Net Exp. 1996 1997 1998 1999 
Jan. 2.634 2.293 5.389 9.273 
Feb. 9.009 8.779 14.714 10.976 
Mar. 13.694 10.315 14.277 14.918 
Apr. 5.591 10.226 13.086 12.320 
May 4.470 9.281 14.099 9.821 
Jun. 9.531 10.973 13.712 13.467 
Jul. 7.301 10.428 14.747 14.001 
Aug. 5.432 9.127 10.907 8.298 
Sep. 9.737 12.661 16.794 
Oct. 6.691 12.778 15.217 
Nov. 8.598 12.487 10.732 
Dec. 10.466 14.169 15.610 
-16-
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多いほど為替相場は円高に向い，輸入が多くなればなるほど為替相場は円安となる。
このこともわれわれの図表から純輸出が低ければ，円安の方向を辿っているように
感じられる。しかし，国際収支表は末尾に掲載しているように，輸出入が主要な要
因になっているとは考えられない。国際収支表における B/Pは Balanceof 
Paymentの略であり ，B/Curは経常勘定，B/TSは貿易・サービス収支，B/Tは
貿易収支であり， Expは輸出および Impは輸入である。 B/Yは所得収支，B/CT 
は経常移転収支であり，以上のものが経常収支 (Balanceof Current Trade)を構
成しているのである。従って，これらの取引によって為替相場の上下が決定される
といっても過言ではない。最近各国が24時間体制で世界金融市場を神経集中により
注視しているのが，デリパテイプ (Derivative)である。それは所得収支に含まれ
ているのである。
為替相場の変化によって対内および対外証券投資に影響が及ぶのである。円相場
が高くなれば対外証券投資が増加するのであろう。逆に円安になれば対内証券投資
第3表対内証券投資額 (単位:億円)
Int. Sec. Iv. 1996 1997 1998 1999 
]an. 7.974 3.568 4.179 1.777 
Feb. 9.117 7.307 6.765 13.346 
Mar. 15.702 693 5.015 19.282 
Apr. 11.820 4.424 -4.364 -4.767 
May 9.428 9.416 1.951 -10.059 
]un. 10.228 12.513 -9.039 -3.649 
]ul. -1.397 8.894 9.965 -9.653 
Aug. 1.536 5.193 -396 12.822 
Sep. 17.967 5.419 -8.116 
Oct. 3.022 6.039 1.198 
Nov. 2.506 -8.753 13.976 
Dec. 1.731 6.282 6.403 
対外証券投資額 (単位:億円)
Ext. Sec. Iv. 1996 1997 1998 1999 
]an. -192 3.652 -15.014 一5.649
Feb. 4.805 -5.435 321 -3.795 
Mar. -9.479 2.605 -16.627 9.322 
Apr. 16.650 29.698 33.015 33.164 
May 11.156 25.292 13.581 13.949 
]un. 4.423 12.652 9.107 21.014 
]ul. 1.454 6.744 14.850 7.913 
Aug. 12.413 -227 13.669 17.232 
Sep. 5.261 -11.418 12.245 
Oct. 17.864 20.369 13.250 
Nov. 12.787 -12.917 14.500 
Dec. 15.262 -34.276 20.183 
- 18 
国際貿易における一般均衡
億円
25.000 
5000 
20，000 
15.0口
10.0口0
5，000 
?
15，000 
4 10 I 12 月
第5図対内証券投資
億円
40口00
30日00
10，000 
年20.000 
10.000 
20.000 
-30.000 
-40.000 
10 1 12 月
第6図対外証券投資額
19 
広島経済大学経済研究論集第22巻第4号
が増加するということである。第3表は対内および対外証券投資の買越し額である。
証券投資には株式と債券があり，マイナスは売越し額を表わしている。対内証券投
資(InternalSecurity & Investment = Int. Sec. Iv.) とは外国人が日本の株式およ
び債券を購入することであり，対外証券投資 (ExternalSecurity & Investment = 
Ext. Sec. Iv.) とは日本人が外国の株式および債券を購入することである。対内お
よび対外証券投資の買越し額は第5図と第 6図のようになっている。これらから判
明することは，対内買越しと対外買越しが相対的な関係で動いているように観察さ
れる。これに第 1図の為替相場の動きと対比させれば，これらの関係が把握できる
であろう。
また国際収支表における外貨準備高 (ForeignReserve = For. Res.)が， 1996年
から1999年8月まで全面的に減少している。一つには数年前の4月から外貨の自由
化によって，輸出企業が外貨を保有することができるのも，外貨準備の減少となっ
て現われているのではなかろうか。その間において日本銀行および大蔵省による市
場介入が行われなかったことも一つの理由ではなかろうか。円高を是正するために
円売りドル買いを行えば， ドル貨が増加し，円安に対してドルを売り円を買うとい
う操作を行うのである。これが市場介入である。為替相場の安定ということは，対
外均衡(Externalequilibrium)にとって主要な政策目標である。同時に，圏内均
衡 (Internalequilibrium)に対しても重要な政策目標でもあるのであるO
V.円の国際化
近年特に円の国際化が叫ばれている。円の国際化とは輸出および輸入に対する契
約および決済に円通貨を使用してもらうことである。日本の経済は先進国のなかで
も上位に位置する。そして対外援助額も高位にある。しかしながら，円通貨による
取引は非常に低位であり，その割合も低下の一途を辿っている。何故なのだろうか。
世界の基軸通貨 (Keycurrency)はドル，ポンドを初め，スイス・フラン，そして
ドイツ・マルクがあげられる。今年から取扱われるようになった EC域内における
ユーロ通貨が，数年先には統一通貨になり得るO 北米および南米はアメリカ・ドル
圏であり，ヨーロッパにユーロ圏が誕生し，世界のキイー・カレンシーとしてドル
およびユーロということも夢ではなくなった。
世界の空白状態はアジアである。アジアのなかでの主要国は日本である。そして
日本がアジアのリーダーとならねばならないにもかかわらず，その域に達していな
い。国内経済の停滞ばかりに目を奪われて，外部の経済状態に疎いのではなかろう
か。政党聞の政争に明暮れていることに主力が注がれているのではなかろうか。国
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民の貴重な租税から政党助成金を受け取りながら，真の国民福祉，つまり経済的厚
生 CEconomicwelfare)に対する目が鮮になっているのではなかろうか。
現在ヨーロッパにおいて，価格表示はユーロと自国通貨で示されている。公的な
支払いは全てユーロになっているO 自国通貨とユーロが統一通貨までの過渡的手段
として取扱われている。しかし，日本では外国通貨が自由化されたにもかかわらず，
外国通貨ドルと円通貨での表示はなく， ドル通貨での購買も不可能である。自由化
されたのであるから， ドルと円表示がなされてもよいのではなかろうか。外国人が
日本圏内でドルを使用し，日本人も外国で円が自由に使えるようになることが，円
の国際化への途ではないだろうか。
ここで一つの提言を表記したい。現在広島大学旧千田キャンパスが，使用されな
いままである。ここにアジアの総合的な研究所を設置すべきであるO 各国の文化，
社会，法律，経済，その他の情報基地としての Institutionof Asian Centerを発足
させる。また，イベント広場も設け，イベントを勤める国の産物および芸能，その
他の紹介を行う。各研究部門の小学生から一般までの見学コースを設定し，図書の
販売等も行うようにすれば，観光のーコースとしても利用可能である。広島南部沖
埋たて地の一部に外国人用のマンションとして，アジア研究センターまで通勤して
もらう。それによって広島発アジア情報センターとしての役割が果せ，円の国際化
にも有意に作用するものと確信している。
あとがき
20世紀も終意を迎え，新しい21世紀が訪れる。 1900年代は満州事変，支那事変，
太平洋戦争，さらに各地域での戦いと争いが絶えなかった。いわゆる激動の年代で
あったという印象しかない。月面着陸，宇宙開発，火星および木星など惑星への探
査も急スピードで進歩している。こうした物理学的構造部門の発展はめざましい。
にもうかかわらず，人種聞の闘争は度を越えているのではなかろうか。そればかり
でなく，読む，書く，展開という側面は，前世紀以前にタイム・カプセルに入って
いるようにも感じられる。われわれ個々人がもう少し基本的側面を見直し，努力す
ることを想起せねばならない。勤勉努力がわが日本の最大の特徴でもあったし，キ
ャッチ・フレーズでもあったはずである。
21世紀初頭からもう一度勤勉努力に立ち返り，耐辱を旨として，この世紀が平穏
で明るく良き年になることを念願せずにはおれないのである。私自身20世紀後半か
ら数学的ツールを使用し，経済分析に主点を置いてきた。しかし，現在もなお不足
部分の多いのに専らが不勉強であり反省と後悔のみが残余しているのである。 21世
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紀において何か一歩でも前進できるように，自分の日で見て，自分の耳で聞き，自
分の鼻で嘆ぎ，自分の手と足で歩いて行けるような人間になれればと，心秘そかに
念願している。そのためには諸兄弟の叱陀激励を御願するものである。
December 2. 199. 
追伸:本稿における表は日本経済新聞に発表されたものをまとめたものである。
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附表国際収支 (単位:億円)
B!P 1996 J田 Feb. M町. Apr May J肌 Jul Aug. Sep Oct Nov. Dec 
B/Cur. 19 7.459 12.625 5.552 3.612 6.720 5白682 4.602 7.274 3.674 6.641 8207 
B/TS -3.128 3.900 8.667 -258 -848 3.632 1，108 50 3.522 112 3，024 4，630 
B/T 2，634 9，009 13，694 5，596 4，470 9，530 7，301 5，432 9，737 広691 8，598 10，466 
Exp 32，601 39.405 41，171 36，375 34，030 35，613 37.128 33，611 37，661 38，614 38，569 40，662 
Imp 29，967 30，396 27，477 30，784 29，560 26，082 29，827 28.179 27目924 31，923 29，971 30.196 
B/S -5，762 -5.109 -5，027 -5，849 -5，317 -5，899 -6.193 -5，382 -6，215 -6，579 -5，574 -5，836 
B/Y 3，785 4，635 5230 6，445 5，208 3，746 5，278 5286 4，419 4.272 4，325 4，臼2
B/CT -676 -1.077 -1.272 -639 7ー49 -658 7ー04 734 -666 7ー10 708 -965 
B/K 4，814 13，313 2，815 3，704 一4，908 6，648 -4.171 -1.746 -541 -6，<171 -9.377 -8，804 
B/ln 5.137 13，488 1ー.655 4212 4，99寸 -6，425 -3，856 -1.480 -316 -6.199 且ー187 -8，851 
Oth.B/K -323 ー175 -1.161 5ー07 89 2ー22 -314 -266 -225 -272 -189 47 
For.Res -1.112 -17，682 -4.406 -2，827 -2，749 1ー.973 -1.211 -2，147 1ー.947 -1.081 1.282 1ー.007
Er.Le 3，683 -3，090 5ー，403 -6.430 4，046 1.901 3ー00 709 -4，787 3.878 4，018 -603 
B!P1997 
B/Cur 1.507 8，652 10，404 10，918 8，686 10.181 9，060 8.178 1，654 10，813 12，823 12，956 
B/TS -2，845 3，633 4，739 4.176 3，828 6，336 4，742 3，266 7.234 6，519 8，798 8，864 
B/T 2293 8，780 10，314 10226 9，2氾l 10，9干3 10，428 9.126 12，661 12，778 12，487 14.169 
Exp 34，718 38，956 44，182 43.134 39，808 40，026 41，651 38，265 42.942 45，075 40，933 45，638 
Imp. 32，425 30.177 33，867 32，908 30，527 2且053 31223 29.138 30，281 32297 2沼:，446 31.469 
B/S -5，137 -5，146 -5，575 -6，049 -5，454 -4，臼7 -5，686 -5.860 -5，428 -6259 -3，689 -5.304 
B/Y 5.188 5，955 7，640 7，448 5，690 4，681 4，895 5，539 4.974 5，329 4，622 5.138 
B/CT -837 -936 一1.975 7ー07 -831 839 -577 -6幻 5ー53 一1，034 -597 -1.046 
B/K -10，525 -5，596 23，857 8，605 8，236 6，784 1ー2，964 5，239 -17.181 -9，015 -9，379 -33，597 
BlIn 1ー0.161 -5，328 -23.190 -8.192 -8.102 -6，553 -12，540 -5.186 ー16.741 -8，823 -9，245 -33，393 
OthBIK 363 -268 -667 -413 1ー34 -230 -424 -53 -441 -192 -133 -205 
For.Res 1ー，180 2，258 -1，l01 -1.705 1ー.596 -1，l76 -1.428 -1.500 -1.409 -2，256 1ー.093 9，042 
Er.Le.> 10.198 7ー98 14，554 608 1，145 2222 5，332 1.436 6ι936 457 2，352 11.599 
B/P1998 
B/Cur 4，762 16，651 14，960 11，699 14，091 14，441 13，506 11，576 19，325 13，350 12.白077 14，575 
B/TS 267 10，749 9，895 7，263 旦353 且031 9，014 5.467 11，l92 8.169 6，544 10.827 
B/T 5，388 14，714 14，276 13，586 14，099 13，713 14，748 10，907 16.774 15，217 10，732 15，610 
Exp 37，362 39，807 44，443 42，082 39，098 41，713 44，033 3唱，429 44.176 42.147 35，711 39，772 
Imp 31.973 25，093 30.166 28，496 24，999 28，001 29，286 27，522 27，382 26，930 24，979 24.162 
B/S 5.122 -3，964 -4，381 -6.324 -4，747 -4，682 -5，733 -5，440 -5，601 -7，048 -4.188 -4，783 
B/Y 5，349 6，542 7，013 5.191 5，359 6，337 5，339 6，851 9，082 6，2泊。 6白337 4，881 
B/CT -853 641 -1，949 7ー54 -620 -927 -847 7ー42 -949 一1，l08 -804 -1.134 
B/K -8，324 1ー2，336 20，016 36.137 1ー7，301 24，439 一1.604 -6，088 -14.165 -6，079 -16，541 433 
B/In 7ー，446 -11，994 16.193 36，035 -16，977 23，581 1ー.235 -5，413 7ー.148 -5，620 -15，749 837 
Oth.B/K -877 -342 -3，824 101 324 858 -369 676 -9，016 459 792 -404 
For.Res -1.513 一1.752 -1230 24，487 -1.681 1，161 -1.799 1ー，854 -1.571 1.575 2，054 -633 
Er.Le 5，075 -2，562 6287 -50 '1.890 8，837 1ー0.104 -3，634 -1.590 -5，697 6，518 14，375 
B!P1999 
B/Cur 8，975 1.119 10，733 8，854 10，544 14，265 13.181 7，918 
B/TS 4，254 6，209 10，714 5，902 5236 且980 且389 2，062 
B/T 9.273 10，976 14，918 12，320 9，821 13，467 14，001 8，298 
Exp 33，313 34，612 41293 38，805 34，344 39，379 40，723 35，975 
Imp 24，040 23，636 26.375 26.485 24，523 25，912 26，722 27，677 
B/S -5，018 4，768 -4，204 -6，418 -4，584 -4.487 -5，613 -6，236 
B/Y 4.651 5，617 5.152 3，668 5，940 6，077 5，647 6，654 
B/CT -831 7ー07 5.133 -717 -633 -792 -855 7ー98
B/K 4，607 -9.192 -9，401 2ー.122 -12，792 16，508 6，323 15，904 
BlIn 5.185 -8.189 -2，684 -1.888 -9，057 16，631 6，818 15，317 
OthBIK -578 -1.004 -6，718 -234 -3，735 1ー23 -496 5ー87
For.Res -8，315 432 2.125 1.397 -1.279 -27，880 -15.437 -1249 
Er.Le -4.367 1ー.494 793 5.335 3.527 -2.892 -4，067 
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